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 伊賀市の概要 

 平成１６年１１月１日 

 １市３町２村が合併 

伊賀市発足。 

   上野市、伊賀町、 

   島ヶ原村、阿山町、 

   大山田村、青山町 

 面積  ５５８．１７㎢  

 人口  ９６，１４０人 

     （Ｈ２６．６．３０現在） 
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関係市町村 

地域図 
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 伊賀市の課題について 

  ・合併により職員と、施設を 

    すべて引き継ぐ 

   ・合併による地域間格差を是正す     

   るため多くの事業を実施 

    

   ・普通交付税 算定の特例が終了 

       （H27年度から段階的に減額） 

4 



市債残高  ５６９億円 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・合併前の数値は、１市３町２村の合計額 5 



全会計の元利合計等 
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基金残高  １３０億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・合併前の数値は、１市３町２村の合計額 
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健全化判断比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

・実質赤字比率、連結実質赤字比率：黒字 

・実施公債費比率、将来負担比率：改善 
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実質公債費比率（伊賀市１３．９） 
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将来負担比率（伊賀市１１４．０） 
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 伊賀市の課題について 

 ・合併により職員と、施設をすべて引継ぐ 

   → 人件費・物件費が大きい（定員適正    

       化計画・公共施設最適化方針） 

  ・合併による地域間格差是正のため多く   

  の事業を実施 → 起債残高が大きい 

    （プライマリーバランス：償還額＞借入額）    

  ・普通交付税 算定の特例が終了 

   → 予算規模縮小（施設整備費が半分） 
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対象施設の用途別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育施設（３９．０％）・公営住宅（１６．２％） 
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築年度別の保有面積 

 

 

 

 

 

 

・昭和４５（１９７０）年度～平成元（１９８９）年度に  

 かけて建てられた施設が多い 

・市営住宅、学校教育系施設が多く建設 
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県内他自治体等との比較 
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総量目標の考え方  ①公共施設保有量の比較 

・伊賀市公共施設延床面積４８．６万㎡ 

 

 （市民一人当たり５．０㎡：１．０㎡多い、合併自治体） 

     ４８．６万㎡×（４．０㎡/人÷５．０㎡/人）＝ 

         ３８．９万㎡（約２０％減）・・・Ａ 

 

 （市民一人当たり５．０㎡：１．５㎡多い、県内市平均） 

    ４８．６万㎡×（３．５㎡/人÷５．０㎡/人）＝ 

        ３４．０万㎡（約３０％減）・・・Ｂ 
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総量目標の考え方 ②人口減少を加味 

人口減少を加味した場合のH42(2030)年の適正保有量 

・合併自治体との比較 

A: ３８．９万㎡（約２０％減）×（７９，９１３人÷９７，２０７人） 

      ≒３２．０万㎡（約３４％減）・・・ A’ 

・県内市平均との比較 

B: ３４．０万㎡（約３０％減） ×（７９，９１３人÷９７，２０７人） 

      ≒２８．０万㎡（約４3％減）・・・ B’ 
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総量目標の考え方 ③公共施設を維持するための費用 

 

 

 

 

 

・Ｈ１７（２００５）年度～Ｈ２４（２０１２）年度： 

        公共施設整備費は３３．８億円／年（実績） 

・普通交付税の特例措置が縮小：Ｈ３２（２０２０）年度 

     以降は、公共施設整備費が半分１７億円／年に 
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今後４０年間の公共施設更新費 

    （建替え及び大規模改修）の推計 

 

 

 

 

 

 
公共施設整備費        建替えピークを迎える平成４２（２０３０）年度から 

平均１７億円/年           平成５７（２０４５）年度までの更新費を 

                     平均５５億円/年と推計 22 
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<目指すべき姿>  次世代に誇れる 

『持続可能な公共サービスの実現に向けて』（３Ｒ） 
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モデルケース１「既存施設への移転による集約化」 
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モデルケース２「周辺施設と一体で新たな複合施設を整備」 
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モデルケース３「余裕空間の活用（転用、跡地利用）」 
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モデルケース４「歳入確保と維持管理経費の節減」 
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なぜ３原則（３Ｒ）に取組むのか 

全国の自治体 ： 現在保有している公共施  

           設を維持していくことが困難 

本市の取組み ： 施設のあり方を根本から 

           見直す 

            ↓ 

・将来的な財政破綻、行政サービスの低下 

・子や孫世代への負担の先送りを避ける 
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①公共施設にかかる市民負担の軽減 

・公共施設の整備 ： 国庫補助金で建設費を賄う 

 

・施設の維持管理費： 

  市の財源（市民の 

  負担）で賄う 

・約４６億円（一人４．７ 

  万円）を毎年負担 
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②建物（ハコモノ）を減らし、 

      機能（サービス）を維持 

・ハコモノを減らすことで節減した維持管理経 

 費分の支出を充て、必要な公共サービスを 

 

「最小限の市民負担で最大限の効果」 

  建物（ハコモノ）重視から、 

  機能（サービス）重視への転換 

 ⇒ 持続可能な公共サービスの実現を 

   31 



    ありがとうございました 
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